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純資産総額（右軸）
基準価額（左軸）

（億円）

2021年
6⽉10⽇現在

ポートフォリオ構築のお知らせ

2021年6⽉17⽇

グローバルGX関連株式ファンド
愛称︓The GX

（注）基準価額は1万⼝当たり、信託報酬控除後。

平素より「グローバルGX関連株式ファンド 愛称︓The GX」（以下、当ファンド）をご愛顧賜り厚く御礼申し上げます。
以下、ポートフォリオの構築状況を、今後の市場⾒通しや運⽤⽅針等と併せてご報告申し上げます。

ポートフォリオ構築時の銘柄選定ポイント

 現在、環境問題には国のみならず⺠間企業の資⾦も積極的に投じられています。また、新技術を⽤いて社会問題の
解決を⽬指す企業が増加しており、官⺠⼀体となった環境問題への取組みが加速しています。今後、環境対策に関
する認識が⼤きく変化していくなかで、時代の変化をいち早く銘柄選定に取り込むことが重要と考えます。

 銘柄選定においては、中⻑期的に利益が拡⼤し、企業価値の増⼤が⾒込まれる事業を⾏っている銘柄をいち早く
発掘していくことにリターンの源泉があると考えます。

＜基準価額と純資産総額の推移＞
（2021年5⽉28⽇（設定⽇）〜2021年6⽉10⽇）

基準価額
9,984円

純資産総額
約26億円

※上記は過去の実績、当資料作成時点における⾒通しおよび運⽤⽅針であり、今後の市場環境等を保証するものではありません。また、当ファンドの将来の運
⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。⾒通しおよび運⽤⽅針は今後、予告なく変更される場合があります。

※ファンド購⼊時には、購⼊時⼿数料がかかる場合があります。また換⾦時にも費⽤・税⾦などがかかる場合があります。詳しくは8ページおよび投資信託説明書
（交付⽬論⾒書）をご覧下さい。
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＜国・地域別構成⽐率＞

ポートフォリオ概況（2021年6⽉●⽇現在）

＜業種別構成⽐率＞

＜規模別構成⽐率＞＜投資テーマ別構成⽐率＞

※上記は過去の実績であり、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。

（注1）投資テーマの名称は委託会社が独⾃に設定したものです。今後、変更される場合があります。
（注2）規模別構成⽐率の⼤型は時価総額200億⽶ドル以上、中型は50億⽶ドル以上200億⽶ドル未満、⼩型は50億⽶ドル未満。
（注3）業種はGICS（世界産業分類基準）による分類。
（注4）各構成⽐率は現⾦を除く部分を100％として計算した値です。四捨五⼊の関係上、合計が100%にならない場合があります。

ポートフォリオ概況（2021年6⽉4⽇現在）

株式 93.6
現⾦等 6.4
合計 100.0

＜資産構成⽐率（%）＞
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組⼊上位10銘柄（2021年6⽉4⽇現在）

＊2021年6⽉4⽇時点の為替レートで円換算。

エネルギーのクリーン化脱炭素技術の進化 限られた資源の活⽤

＜組⼊上位10銘柄＞

銘柄名 国・地域 業種 時価総額＊

（兆円)
投資
テーマ 組⼊⽐率

⽇本電産 ⽇本 資本財･サービス 7.5 5.2%

CATL 中国 資本財･サービス 17.2 4.5%

ブルーム・エナジー ⽶国 資本財･サービス 0.5 4.2%

ダニマー・サイエンティフィック ⽶国 素材 0.2 4.0%

ディア ⽶国 資本財･サービス 12.2 3.9%

ネステ フィンランド エネルギー 5.8 3.9%

ハローフレッシュ ドイツ ⼀般消費財･サービス 1.9 3.9%

クラウン・ホールディングス ⽶国 素材 1.5 3.8%

ベフェサ ルクセンブルク 資本財･サービス 0.3 3.8%

エア・リキード フランス 素材 8.9 3.8%

（注1）業種はGICS（世界産業分類基準）による分類。
（注2）組⼊⽐率は現⾦を除く部分を100％として計算した値です。
（注3）投資テーマの名称は委託会社が独⾃に設定したものです。今後、変更される場合があります。
（出所）Bloombergのデータを基に委託会社作成

（組⼊銘柄数︓28）
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組⼊銘柄のご紹介①

（出所）Bloombergのデータを基に委託会社作成

＜事業概要＞
世界シェアNo.1の製品を多数保有する⼩型
モーター業界の雄。
＜選定ポイント＞
⾼い技術⼒を背景に多くの⾃動⾞メーカーに採
⽤されており、EV向け駆動⽤モーターの⽣産⼒
を増強し、2030年にEV向けモーターシェア40
〜45％を⽬指す。
＜今後の⾒通し＞
EV向け駆動⽤モーターの⽣産能⼒を増強中。
市場規模が拡⼤するなかで需要増に対応するこ
とで、中⻑期的に売上・利益の拡⼤が期待され
る。

＜株価の推移＞
（2016年12⽉30⽇〜2021年6⽉10⽇、⽇次）

⽇本電産（⽇本）

＜事業概要＞
リチウムイオン電池の開発と製造における世界
的リーダーとして、新エネルギーアプリケーション向
けの最先端ソリューションを提供。
＜選定ポイント＞
2020年のEVバッテリー⽣産量は4年連続で
世界トップ。業界最⼤⼿の規模を最⼤限活かし
たコスト競争⼒に加えて、製品の性能⾯において
も業界トップグループに。テスラやトヨタなど⼤⼿⾃
動⾞メーカーに供給しており、事業基盤は強固。
＜今後の⾒通し＞
各国・地域の政府はガソリン・ディーゼル⾞の新
⾞販売禁⽌に向けて動いており、今後は電気⾃
動⾞等へシフトすると考えられる。同社は業界
リーダーとして政策⾯での後押しも期待される。

CATL（中国）

＜株価の推移＞
（2018年6⽉11⽇（上場⽇）〜2021年6⽉10⽇、⽇次）

※上記は過去の実績および⾒通しであり、今後の市場環境等を保証するものではありません。また、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは
保証するものでもありません。⾒通しは今後、予告なく変更される場合があります。

※上記は組⼊銘柄の例であり、当ファンドにおいて今後も当該銘柄の保有を継続するとは限りません。また当該銘柄を推奨するものではありません。
※個別銘柄に⾔及していますが、上記の銘柄を推奨するものではありません。
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＜事業概要＞
⾵⼒発電設備⼤⼿のスペインのガメサとドイツの
シーメンスの⾵⼒発電部⾨が2017年に合併し
誕⽣した⾵⼒タービンメーカー。
＜選定ポイント＞
今後⾼成⻑が期待できる洋上⾵⼒発電で
70％以上のシェアを持ち、市場拡⼤の恩恵が
期待できる。
＜今後の⾒通し＞
2022年にローターの直径が200メートルとなる
⼤型タービンの量産開始を予定しており、現状
より年間発電量が最⼤40％向上する⾒込みで
ある。新製品投⼊効果により利益は成⻑する⾒
込み。

組⼊銘柄のご紹介②

（出所）Bloombergのデータを基に委託会社作成

シーメンスガメサ・リニューアブル・エナジー（スペイン）

プラグ・パワー（⽶国）

＜株価の推移＞
（2016年12⽉30⽇〜2021年6⽉10⽇、⽇次）

＜株価の推移＞
（2016年12⽉30⽇〜2021年6⽉10⽇、⽇次）

＜事業概要＞
1997年に設⽴された⽔素燃料電池システムの
設計・製造会社。既に商業化している⽔素燃料
電池式フォークリフト市場において90％以上の
市場シェアを持つ。
＜選定ポイント＞
世界的に環境意識が⾼まる中、世界の企業約
500社が同社の⽔素燃料電池式フォークリフトを
⾃社の倉庫や配送センターで使⽤しており、今
後も更に拡⼤する⾒込み。
＜今後の⾒通し＞
既に商業化している⽔素燃料電池式フォークリフ
トに加えて、⽔素ステーションなどのチャージインフ
ラや据置型の⽔素電⼒供給機器など、⽔素関
連サプライチェーンに深く結びつくことで、中⻑期
的な観点で⾼成⻑が⾒込まれる。

※上記は過去の実績および⾒通しであり、今後の市場環境等を保証するものではありません。また、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは
保証するものでもありません。⾒通しは今後、予告なく変更される場合があります。

※上記は組⼊銘柄の例であり、当ファンドにおいて今後も当該銘柄の保有を継続するとは限りません。また当該銘柄を推奨するものではありません。
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組⼊銘柄のご紹介③

（出所）Bloombergのデータを基に委託会社作成

【市場⾒通し】

 株式市場は、⾦融緩和と財政政策およびワクチン接種の進展とともに堅調に推移しています。しかしながら、経済
活動や企業業績の⼒強い回復には時間を要することから、今後の株式市場は世界的に緩やかな上昇にとどまると
⾒込まれ、これまで以上に銘柄選択の重要性が増すことになります。

 新型コロナウイルスを契機に私たちの暮らしの変化は加速しており、世界は新しい時代へ移⾏（パラダイムシフト）
しつつあります。当ファンドの運⽤チームが注⽬するGX（グリーン・トランスフォーメーション）は、農業・産業・IT⾰
命に続く、第4のエネルギー・環境⾰命とも⾔えるでしょう。⼈類の歴史は、技術⾰新をきっかけに社会構造⾃体が
⼤きく変化してきたことを⽰していますが、「脱炭素社会」への歩みが本格化しようとする現在、GX関連企業は地
球環境改善に貢献するとともに、中⻑期的な株主価値の成⻑が期待されます。

【運⽤⽅針】

 当ファンドでは、2050年代の世界の脱炭素社会への潮流と変化、とりわけ「脱炭素技術の進化」、「エネルギーの
クリーン化」、「限られた資源の活⽤」に注⽬し、ステークホルダーに価値を提供する企業に対して厳選投資を⾏います。

今後の市場⾒通しおよび運⽤⽅針

ダニマー・サイエンティフィック（⽶国）

＜事業概要＞
次世代バイオプラスチック素材の開発で、⽯油
資源の使⽤量やプラスチック廃棄物の削減など
脱プラスチックソリューションを提供。
＜選定ポイント＞
100％⽣分解性、再⽣可能なプラスチックを
⽣産しており、次世代プラスチック市場で⾼い競
争⼒を持つことが期待される。
＜今後の⾒通し＞
⼤⼿企業の環境意識の⾼まりは同社事業にとっ
て⼤きな追い⾵である。同社はP&Gを始め、ペプ
シコ、ネスレなど世界の有⼒消費関連企業と共
同で研究開発を⾏うなど深い結びつきを持つこと
で、中⻑期的な成⻑が期待される。

＜株価の推移＞
（2020年5⽉28⽇（上場⽇）〜2021年6⽉10⽇、⽇次）

※上記は過去の実績、当資料作成時点の⾒通しおよび運⽤⽅針であり、今後の市場環境等を保証するものではありません。また、当ファンドの将来の
運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものでもありません。⾒通しおよび運⽤⽅針は今後、予告なく変更される場合があります。

※上記は組⼊銘柄の例であり、当ファンドにおいて今後も当該銘柄の保有を継続するとは限りません。また、当該銘柄を推奨するものではありません。
※個別銘柄に⾔及していますが、上記の銘柄を推奨するものではありません。
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ファンドの特⾊

１．主として世界の株式の中から、環境に関する技術の進化や政策の変化に関して成⻑が期待できるGX（グリーン・トランスフォーメーショ
ン）関連企業の株式に投資します。
 不動産投資信託（リート）、預託証書（DR）等に投資する場合があります。

 銘柄選定にあたっては、環境等の成⻑分野やアジア・新興国などの成⻑地域の調査・分析に強みのある、ＴＴインターナショナル・ア
セットマネジメント・リミテッドからの投資助⾔を活⽤します。

２．実質組⼊外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを⾏いません。
 基準価額は為替変動の影響を受けます。

※資⾦動向、市況動向等によっては、上記のような運⽤ができない場合があります。

【基準価額の変動要因】
 当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資者の投資元本は保証されている
ものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

 運⽤の結果として信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。
 投資信託は預貯⾦と異なります。また、⼀定の投資成果を保証するものではありません。
 当ファンドの主要なリスクは以下の通りです。

投資リスク（詳しくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。）

 価格変動リスク
株式市場リスク…株価の下落は、基準価額の下落要因です
内外の経済動向や株式市場での需給動向等の影響により株式相場が下落した場合、ファンドの基準価額が下落する要因となります。
また、個々の株式の価格はその発⾏企業の事業活動や財務状況等によって変動し、ファンドの基準価額が下落する要因となります。

 信⽤リスク…債務不履⾏の発⽣等は、基準価額の下落要因です
ファンドが投資している有価証券や⾦融商品に債務不履⾏が発⽣あるいは懸念される場合に、当該有価証券や⾦融商品の価格が
下がったり、投資資⾦を回収できなくなったりすることがあります。これらはファンドの基準価額が下落する要因となります。

 為替変動リスク…円⾼は基準価額の下落要因です
外貨建資産への投資は為替変動の影響を受けます。ファンドが保有する外貨建資産の価格が現地通貨ベースで上昇する場合であっ
ても、当該現地通貨が対円で下落する（円⾼となる）場合、円ベースでの評価額が下落し、基準価額が下落することがあります。

 カントリーリスク…投資国の政治・経済等の不安定化は、基準価額の下落要因です
海外に投資を⾏う場合には、投資先の国の政治・経済・社会状況の不安定化、取引規制や税制の変更等によって投資した資⾦の
回収が困難になることや、その影響により投資する有価証券の価格が⼤きく変動することがあり、基準価額が下落する要因となります。
特に投資先が新興国の場合、その証券市場は先進国の証券市場に⽐べ、より運⽤上の制約が⼤きいことが想定されます。また、先
進国に⽐べ、⼀般に市場規模が⼩さいため、有価証券の需給変動の影響を受けやすく、価格形成が偏ったり、変動性が⼤きくなる傾
向が考えられます。

 流動性リスク…市場規模の縮⼩・取引量の低下により、不利な条件での取引を余儀なくされることは、基準価額の下落要因です
有価証券等を⼤量に売買しなければならない場合、あるいは市場を取り巻く外部環境に急激な変化があり、市場規模の縮⼩や市場
の混乱が⽣じた場合等には、⼗分な数量の売買ができなかったり、通常よりも不利な価格での取引を余儀なくされることがあります。こ
れらはファンドの基準価額が下落する要因となります。

 投資信託に関する留意点
■当ファンドは「ファミリーファンド⽅式」により運⽤するため、当ファンドと同じマザーファンドを投資対象とする他のベビーファンドに追加
設定・⼀部解約により資⾦の流出⼊が⽣じた場合、その結果として、当該マザーファンドにおいても組⼊有価証券の売買等が⽣
じ、当ファンドの基準価額に影響を及ぼすことがあります。

■ファンドのお申込みに関しては、クーリング・オフ制度の適⽤はありません。
■投資資産の市場流動性が低下することにより投資資産の取引等が困難となった場合は、ファンドの換⾦申込みの受付けを中⽌
すること、および既に受け付けた換⾦申込みを取り消すことがあります。

【その他の留意点】
 ファンド固有の留意点
 特定の業種・テーマへの集中投資に関する留意点
ファンドは、特定の業種・テーマに絞った銘柄投資を⾏いますので、市場全体の動きとファンドの基準価額の動きが⼤きく異なることが
あります。また、市場環境、⾦利および経済・法制度・⾦融⾯の諸情勢が、特定の業種・テーマに対して著しい影響を及ぼすことがあ
ります。当該業種・テーマに属する銘柄は、これらの情勢等に対して同様の反応を⽰すことがあります。

 外国税制に関する留意点
投資対象国によっては、有価証券の売買を⾏う際の売買益等に対して課税される場合があります。将来、これらの税率や課税⽅
法が変更された場合、または新たな税制が適⽤された場合、基準価額に影響を及ぼすことがあります。

GX（グリーン・トランスフォーメーション）とは
当ファンドでは、先端技術を活⽤して、⼆酸化炭素（CO2）の排出量の増加や海洋プラスチックごみ等による環境問題を解決し、持続可能な社会を実現させる
ことをいいます。
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お申込みメモ（詳しくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。）
購 ⼊ ・ 換 ⾦ の
申 込 受 付 ⽇ 原則として、申込不可⽇を除きいつでも購⼊・換⾦のお申込みができます。

購 ⼊ 単 位 お申込みの販売会社にお問い合わせください。

購 ⼊ 価 額 購⼊申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額

換 ⾦ 価 額 換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額

換 ⾦ 代 ⾦ 原則として、換⾦申込受付⽇から起算して6営業⽇⽬からお⽀払いします。

申 込 不 可 ⽇ 以下のいずれかに当たる場合には、購⼊・換⾦のお申込みを受け付けません。
●ニューヨークの取引所の休業⽇ ●ニューヨークの銀⾏の休業⽇

決算および分配 年1回（毎年5⽉12⽇。休業⽇の場合は翌営業⽇）決算を⾏い、分配⽅針に基づき分配⾦額を決定します。
※委託会社の判断により分配を⾏わない場合もあります。

信 託 期 間 2031年5⽉12⽇まで（2021年5⽉28⽇設定）

繰 上 償 還
以下の場合には、繰上償還をすることがあります。
● 繰上償還をすることが受益者のため有利であると認めるとき ● 残存⼝数が30億⼝を下回ることとなったとき
● その他やむを得ない事情が発⽣したとき

課 税 関 係

課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資⾮課税制度「NISA（ニーサ）」、未成年者少額投資⾮課税制度「ジュニアNISA（ニーサ）」の
適⽤対象です。なお、販売会社によっては、NISA、ジュニアNISAでの取扱い対象としない場合があります。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。
配当控除および益⾦不算⼊制度の適⽤はありません。
※上記は作成基準⽇現在の情報をもとに記載しています。税法が改正された場合等には、変更される場合があります。

委託会社、その他の関係法⼈

ファンドの費⽤（詳しくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。）

購 ⼊ 時 ⼿ 数 料 購⼊価額に3.3％（税抜き3.0％）を上限として、販売会社毎に定める⼿数料率を乗じた額。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。

信託財産留保額 ありません。

②投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤

運 ⽤ 管 理 費 ⽤
（ 信 託 報 酬 ） ファンドの純資産総額に年1.584％（税抜き1.44％）の率を乗じた額

そ の 他 の費⽤ ・
⼿ 数 料

以下のその他の費⽤・⼿数料について信託財産からご負担いただきます。
● 監査法⼈等に⽀払われるファンドの監査費⽤ ● 有価証券の売買時に発⽣する売買委託⼿数料
● 資産を外国で保管する場合の費⽤ 等
※上記の費⽤等については、運⽤状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を⽰すことができません。

※上記の⼿数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表⽰することができません。

➀投資者が直接的に負担する費⽤

委 託 会 社

三井住友DSアセットマネジメント株式会社（ファンドの運⽤の指図等を⾏います。）
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第399号
加⼊協会︓⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会、

⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会
コールセンター︓0120-88-2976 受付時間︓午前9時〜午後5時（⼟、⽇、祝・休⽇を除く）
ホームページ︓https://www.smd-am.co.jp

受 託 会 社 三井住友信託銀⾏株式会社（ファンドの財産の保管および管理等を⾏います。）

販 売 会 社 委託会社にお問い合わせください。（ファンドの募集・販売の取扱い等を⾏います。）
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■当資料は、三井住友DSアセットマネジメントが作成した販売⽤資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。■当資料の内容は作成基準⽇現在のものであり、
将来予告なく変更されることがあります。また、当資料は三井住友DSアセットマネジメントが信頼性が⾼いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証
するものではありません。■当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の⼀切の権利は、その発⾏者および許諾者に帰属します。■投資信託
は、値動きのある証券（外国証券には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、リスクを含む商品であり、運⽤実績は市場環境等により変動します。したがって元本や利回りが
保証されているものではありません。■投資信託は、預貯⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・貯⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録⾦融機関で
ご購⼊の場合、投資者保護基⾦の⽀払対象とはなりません。■当ファンドの取得のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）およ
び⽬論⾒書補完書⾯等の内容をご確認の上、ご⾃⾝でご判断ください。また、当資料に投資信託説明書（交付⽬論⾒書）と異なる内容が存在した場合は、最新の投資信託説
明書（交付⽬論⾒書）が優先します。投資信託説明書（交付⽬論⾒書）、⽬論⾒書補完書⾯等は販売会社にご請求ください。■当資料に評価機関等の評価が掲載される
場合、当該評価は過去の⼀定期間の実績を分析したものであり、将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。■当資料に掲載されている写真がある場合、写
真はイメージであり、本⽂とは関係ない場合があります。

重要な注意事項

作成基準⽇︓2021年6⽉17⽇

販売会社名 登録番号 ⽇本証券業
協会

⼀般社団法⼈
第⼆種⾦融商品
取引業協会

⼀般社団法⼈
⽇本投資顧問業

協会

⼀般社団法⼈
⾦融先物取引業

協会
備考

株式会社ＳＢＩ証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○

⾹川証券株式会社 ⾦融商品取引業者 四国財務局⻑（⾦商）第3号 ○

⽊村証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑（⾦商）第6号 ○

静岡東海証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑（⾦商）第8号 ○

第四北越証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第128号 ○

明和證券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第185号 ○

株式会社⼤東銀⾏ 登録⾦融機関 東北財務局⻑（登⾦）第17号 ○

株式会社富⼭第⼀銀⾏ 登録⾦融機関 北陸財務局⻑（登⾦）第7号 ○

販売会社⼀覧


